
荒川水系（東京都）の減災に係る取組
令和元年度取組状況

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会（第６回）

資料４
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取組方針の主な実施状況（令和元年度）
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• 管内４カ所で高規格堤防の整備に伴う地盤改良、補償、設計を実施（荒川下流河川事務所）

○重要インフラの機能確保

川口市 川口地区

足立区 新田一丁目地区

足立区 小台一丁目地区（Ⅱ期工区）

整備イメージ

葛飾区 西新小岩地区

都道 449号

都道118号

新荒川⼤橋

埼⽟県 川⼝市
JR荒川橋梁

上平井水門

中川荒川

葛飾区

西新小岩都営新田一丁目
アパート

整備イメージ

整備イメージ

凡例

２０１９年度実施

高規格堤防整備範囲

凡例

２０１９年度実施

高規格堤防整備範囲

凡例

高規格堤防整備範囲

凡例

２０１９年度実施

高規格堤防整備範囲
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○優先的に実施する堤防整備(橋梁部周辺対策)

• ＪＲ東北線荒川橋梁において橋梁部周辺対策に伴う地盤改良を実施（荒川下流河川事務所）

整備イメージ

北
区

←至赤羽

至川口→

新河岸川陸橋

荒
川→中の橋

航空写真
北区

東京都北区⾚⽻三丁⽬地先

約3.0m

現地写真（下流側）

凡例

事業範囲
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○堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策）

• 堤防のかさ上げ・拡幅を実施し、高潮堤防として必要な堤防断面を確保（荒川下流河川事務所）

堤防のかさ上げ・拡幅による高潮対策
現地状況

計画高潮位 ▽A.P.+5.2m

市街地側 荒川側堤防のかさ上げ、拡幅

家屋等家屋等

凡例
■ 2019年度実施

東京都墨⽥区⼋広六丁⽬地先

凡例

事業範囲



• 京成本線橋梁架替事業において用地測量を実施、用地買収に着手（荒川下流河川事務所）

○橋梁対策等の実施

荒
川→

京成本線荒川橋梁⾜⽴区 葛飾区

綾
瀬
川→

新荒川橋

⾸都⾼速6号線

堀切橋

墨⽥区
凡例
事業範囲

現況堤防⾼

周辺堤防⾼
⾼さ不⾜のイメージ

東京都⾜⽴区千住曙町地先
東京都葛飾区堀切四丁⽬地先

4

周辺の堤防より低い橋梁部

本来あるべき橋の⾼さ

荒川堤防
橋梁架替による流域の安全性の向上
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• 笹目橋下流の堤防強化対策を実施（荒川下流河川事務所）

○本川と支川の合流部等の対策

荒川

断面図

凡例

2019年度実施

ドレーン工

埼⽟県⼾⽥市早瀬⼀丁⽬地先

戸田市

笹
目
川→

凡例

事業範囲

整備イメージ

堤防の緩斜面化、断面拡幅等の堤防強化対策
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• 管内各所の高水敷の樹木伐採を実施（荒川下流河川事務所）

○多数の家屋や重要施設等の保全対策

埼玉県戸田市戸田公園付近 東京都足立区千住桜木付近

伐採前

伐採後 伐採後

伐採前
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○円滑かつ迅速な避難に資する施設（避難先、防災行政無線等）を整備

• 屋内設置型の防災行政無線放送設備の普及を促進（港区）

• 防災無線の調整を随時実施（文京区、荒川区、板橋区）

• 防災行政無線のデジタル化工事の実施（台東区、墨田区、江東区、北区、足立区、江戸川区）

• 自治町会と民間集合住宅との間で一時避難に関する協定を締結できるようにガイドラインを作成し、
継続して支援を実施（葛飾区）

区民、施設用(館内放送なし)

施設用(館内放送あり)

屋内設置型の防災行政無線（港区）

固定系無線システムのデジタル化（墨田区）
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• 上流から下流まで連続して洪水危険度を把握できるよう水位の実況値や予測値をわかりやすく情
報提供する『水害リスクライン』を開発、配信（関東地方整備局）

○洪水予測や水位情報の提供の強化

台風第19号時の水害リスクライン画面



9

○ 庁舎等の防災拠点の強化

• 拠点間の通信を確保する可搬型の無線設備(ｉ-RAS)を整備（荒川下流河川事務所）

可搬型の無線設備(i-RAS)の整備

アンテナ高さを確保するためＣＣＴＶ支柱へ設置

標準の三脚をブロックで固定
テレメータ局舎上部へ設置

災害対策本部者の車上へ設置
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○ ＩＣＴを活用した洪水情報の提供

• ＳＮＳにより、タイムライン運用状況や洪水・気象情報等の提供を実施（荒川下流河川事務所）

• 台風接近に伴う注意喚起をＳＮＳ（防災行政無線と連動）で実施（墨田区）

区公式ツイッターによる注意喚起（墨田区）

ツイッターによる情報発信
（荒川下流河川事務所）
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○浸水特性を考慮した避難計画の策定

• 「令和元年台風第１９号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」を設置し、

排水強化・垂直避難の活用等の検討を実施（内閣府）

• 台風第１９号の対応を踏まえ「文京区水害・土砂災害対策実施要領」修正に向けた検討を実施（文京区）

ワーキンググループ設置の趣旨（内閣府）

中央防災会議 防災対策実行会議
令和元年台風第19号等による災害からの

避難に関するワーキンググループ

第１回ワーキンググループ開催状況（内閣府）
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• 想定最大規模降雨のハザードマップを作成し、配布（千代田区、中央区、文京区、江東区、足立区、
葛飾区、江戸川区）

• ハザードマップを要配慮者施設や地下街等に配布（千代田区）

• ハザードマップの多言語化(英、中、韓)を実施(北区）

• ハザードマップの解説映像を制作、動画サイト等で公開（足立区）

• 防災訓練や講話にてハザードマップを活用し、水害へのリスク等を周知（墨田区）

○ハザードマップの改定、周知、活用

ハザードマップ解説動画（足立区）

想定最大規模降雨のハザードマップ（左：中央区、右：葛飾区）
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○ハザードマップポータルサイトにおける水害リスク情報の充実

• 想定最大規模降雨の浸水想定区域図等を作成・公表し国に情報提供(東京都）

• ハザードマップをハザードマップポータルサイトにおいて公開（各区）

わがまちハザードマップ（各区）
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• 区有施設など、住民の目に留まりやすい場所に想定浸水深を掲示（千代田区）

• 想定浸水深等の掲載について、民間事業者と協定を締結。また、電柱共架の広告に海抜表示を

掲示（墨田区）

• 街路灯や電柱へ浸水深シールの掲示を行い、住民へ周知（荒川区）

• 主要道路沿いのロケット型消火器格納箱に海抜表示ステッカーを貼付（足立区）

○災害リスクの現地表示

想定浸水深を掲示（千代田区、荒川区） 海抜表示を掲示（墨田区、足立区）
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• 避難確保計画作成講習会を実施（荒川下流河川事務所、荒川区、板橋区、江戸川区）

• 避難確保計画作成を支援するＤＶＤ及び手引きを作成（荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会）

• 要配慮者利用施設への洪水予報伝達演習を実施（中央区）

• 避難確保計画作成の手引き及び雛形を作成（荒川区、江戸川区）

• 新たに要配慮者利用施設を位置づけ（江戸川区）

○要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

避難確保計画作成講習会
（板橋区）

避難確保計画の雛形（荒川区、江戸川区） 避難確保計画作成支援ＤＶＤを作成
（荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会）

ＤＶＤ
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• 荒川下流タイムライン（拡大試行版）を運用し、専門部会において見直しを実施（全機関）

○多機関連携型タイムラインの拡充 （荒川下流タイムラインの策定・運用）

荒川下流タイムライン（拡大試行版）の運用状況

台風第１９号
経路図

荒川下流タイムライン（拡大試行版）【2019年版】
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• 報道機関の水害対応訓練を支援（荒川下流河川事務所）

• 洪水対応演習（防災操作、ダム放流情報発信、関係機関への伝達・連絡等訓練）等を実施（水資源機構）

• 洪水予報伝達演習を実施（全機関）

• 台風を想定した訓練を実施（墨田区）

• 水防訓練にタイムラインを導入（北区）

○実践的な訓練の実施

水防訓練の実施状況（北区）

台風を想定した職員災害対応訓練
の実施（墨田区）

報道機関の水害対応訓練を支援
（荒川下流河川事務所）
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• 「危険度分布」に洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域等のリスク情報を重ね合わせて表示でき
るよう改善（気象庁）

○気象情報の改善（水害時の情報の入手のしやすさをサポート）を実施

「危険度分布」とリスク情報を
重ね合わせて表示（気象庁）
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• 台風第１９号においてホットラインによる情報伝達を実施（荒川下流河川事務所）

• 事務所長と首長が情報交換を行うホットラインに加え、官・課長級と自治体の防災・危機管理担当部
長・課長級が情報交換を行う第２ホットラインを構築（荒川下流河川事務所）

○洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築）

ホットラインによる情報伝達を実施（台風第１９号）

○ホットライン

○第２ホットライン

河川管理者
（事務所長） 首長

河川管理者
（官・課長）

防災・危機管理
担当部長・課長

ホットラインのイメージ

タイミング①
・避難判断水位
・第２ホットライン

タイミング②
・氾濫危険水位
・ホットライン

タイミング③
・氾濫発生
・ホットライン



20

• 水害時に必要な事前準備について、区ホームページや水害ハザードマップで周知（文京区）

• 窓口を設置済み（荒川下流河川事務所、気象庁、各区）

○水害時の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

水害時に必要な事前準備の解説 令和元年６月発行ハザードマップ裏面(文京区)
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• 関係機関合同の防災教育を実施（荒川下流河川事務所、気象庁、東京都、北区）

• ダム見学の機会を活用し、防災の啓発活動を実施（水資源機構）

• 小・中学校において水害対策について説明（墨田区）

• モデル校にて大規模水害についての防災学習を実施（江戸川区）

○（小中学校を含む）防災教育の促進

大規模水害に関する防災学習（江戸川区）
自然災害体験車による防災教育
（荒川下流河川事務所、気象庁、東京都、北区）
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○教員を対象とした講習会の実施

• 教育委員会防災安全教育研修会を実施（荒川下流河川事務所、北区）

• 教員を含めた講習会や台風第１９号についての意見交換会を実施（足立区）

北区教育委員会防災安全教育研修会（荒川下流河川事務所、北区）
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• 出前講座を実施（荒川下流河川事務所、水資源機構、千代田区、台東区、江東区、北区、荒川区、
板橋区、足立区、葛飾区）

• 防災知識の普及啓発活動等に係る支援を実施（気象庁）

• 地域防災活動拠点会議や地域の防災訓練において、水害対策について説明を実施（墨田区）

• 江戸川区水害ハザードマップの説明会を６地区で開催（江戸川区）

○出前講座等を活用した講習会の実施

水防団に対する荒川の水害リスクと対策に関する講習会（荒川下流河川事務所）
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• 防災イベント等を通じて、防災気象情報の理解、活用に係る普及啓発を実施（気象庁）

• チラシ「防災気象情報の伝え方が変わります～危険度分布のうす紫は警戒レベル４相当！自ら避難の判
断を！～」を新規発行（気象庁）

• 区ホームページや広報誌等を通じて、水防災についての情報発信を実施（墨田区、北区、荒川区）

• 区広報番組（えどがわ区民ニュース）において、大規模水害時における広域避難の必要性を啓発するた
めの特集を作成（江戸川区）

○効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報や資料作成の実施

災害時の情報収集方法の解説
（令和元年１２月２１日）（墨田区）

水防災についての情報の発信
（令和元年５月２１日）（荒川区）

広域避難の必要性啓発のための特集
（令和元年５月２０日）（江戸川区）



• 台風第１９号の際に関東地方整備局と共同で記者会見を実施（気象庁）

• 防災イベントやホームページを通じて、防災気象情報の理解、活用に係る普及啓発を実施（気象庁）

• 防災講演会や訓練、広報誌等において、河川情報の確認方法を紹介（文京区、江戸川区）
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○区民等に向けた河川情報の発信工夫・改善・周知

河川情報の確認方法を解説
（令和元年１２月２０日）（江戸川区）

河川情報の確認方法を解説
（令和元年６月２５日）（文京区）
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• 小・中学生、地域住民を対象に降雨体験車による体験型訓練を実施（荒川下流河川事務所）

• 「ダム防災操作研修」を実施し、ダム防災操作シミュレータの実技訓練等を実施（水資源機構）

• 総合防災訓練において、VR・ARを活用した水害についての啓発活動を実施（墨田区）

○風水害の体験型訓練の実施

降雨体験車による体験型訓練（荒川下流河川事務所）ダム操作訓練シミュレータＰＲ資料（水資源機構）



○職員の出水時の知識・経験の継承

• 水防訓練を実施し、水防に関する知識や各機関の連携を確認（千代田区、中央区、港区、荒川区、
江戸川区）

• 関係部署間で排水ポンプの整備を兼ねた使用方法説明会を実施（江東区）

• 職員対象の業務発表会にてハザードマップを題材とした発表を実施（江東区）

• マニュアル・メモを作成し知識を継承（荒川下流河川事務所、台東区、板橋区、葛飾区）

• 出水時の緊急対応行動や必要知識習得のため職員研修を行っている（足立区）

27

水防訓練において水防工法を実施（江戸川区）

排水ポンプ訓練の実施（江東区） 職員対象の業務発表会資料（抜粋）（江東区）
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• 町会長会議等に出向いてハザードマップを周知し、防災意識の普及に努めた（千代田区）

• ＨＰやＳＮＳ等のあらゆる媒体を活用して、訓練の情報を提供（墨田区）

• 区報に水防訓練の情報を掲載（荒川区）

○避難訓練への地域住民の参加促進

水防訓練実施の情報を掲載
(令和元年５月２１日)（荒川区）

区公式Twitterによる総合防災訓練来場の呼びかけ（墨田区）
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• 地域包括支援センターにおいて水害をテーマとした講習会を開催（台東区）

• 地区のコミュニティタイムラインづくりを推進（板橋区、足立区）

• 地域ケア会議において高齢者孤立防止策についてのグループ討議を実施（葛飾区）

○共助の仕組みの強化

いたばしコミュニティ防災
舟渡地区ワークショップ（板橋区）

地域包括支援センターに
おける講習会（台東区）

地域ケア会議のお知らせ（葛飾区）
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• マイ・タイムラインの企画展や作成講座を実施（荒川下流河川事務所、北区）

• 東京マイ・タイムラインを講話、イベント等で周知、配布（文京区、荒川区、足立区）

• 令和元年度から実施した地区防災計画策定支援の中で、マイタイムライン・コミュニティタイムラインと防
災マップ作成の支援を行った（千代田区）

○住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

マイタイムライン作成講座（北区） 水防災の体験ワークショップ（荒川下流河川事務所）
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• 防災士資格取得の助成制度により、防災士の資格取得を促進（千代田区、文京区、足立区）

• 墨田区防災士ネットワーク協議会の会員（防災士）に定期的に研修を実施（墨田区）

• マイ・タイムラインの普及を促進するためのリーダー育成事業を実施（北区、足立区）

• 研修や出前講座等の場で水害リスクに関する意識啓発を実施（荒川区）

• 町会・自治会等を対象に、水害講演を実施（江戸川区）

○地域防災力の向上のための人材育成

マイ・タイムライン普及リーダー育成講習会（北区）
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○垂直避難のリスク周知や広域避難の必要性の啓発に向けた取組の実施

• 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成を支援するＤＶＤ及び手引きを作成(荒川下流河
川事務所)

• 住民参加型の水害ワークショップを開催(東京都、葛飾区)

• 「住民防災組織育成研修会」において、気象庁による大規模水害対策講演会を実施（墨田区）

• 総合防災訓練にて、ＶＲ・ＡＲを活用して水害についての啓発活動を実施（墨田区）

• ハザードマップと一緒に配布する冊子に垂直避難に関する情報を記載（江東区）

• 高台避難等の重要性について区報、ホームページ、防災アプリ等で周知（荒川区）

• 水害やハザードマップの説明会を実施（足立区、江戸川区）

高台避難の重要性について区報で周知
（令和元年５月２１日）（荒川区）

水害ＶＲを活用した総合防災訓練の実施
（墨田区）

水害ワークショップの開催
（東京都、葛飾区）
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• 水害時の避難者受入れについて民間のマンションと災害協定を締結。協定締結者に対して、資器
材等を交付、購入の補助を実施（墨田区、荒川区）

• 消防団のボート活用訓練を実施（荒川区、葛飾区）

○垂直避難者の被害の低減に向けた対策を実施

集合住宅防災対策用資器材交付制度により
協定を締結した集合住宅（墨田区）

2019年度新規締結

災害時地域貢献建物の認定・助成制度（荒川区）
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• 河川防災ステーションの整備を実施（荒川下流河川事務所）

• 資材搬出の訓練を実施（荒川下流河川事務所）

○河川防災ステーションの整備

新河岸川

荒川

浮間地区荒川防災ステーション

洪水時イメージ

資材搬出訓練
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• 水防連絡会を開催（荒川下流河川事務所）

• 洪水予報等伝達訓練、洪水対応訓練を実施（全機関）

• 洪水予報伝達訓練にあわせて、地下街等管理者や要配慮者利用施設管理者と情報伝達訓練を実
施（千代田区、中央区、台東区、墨田区、江東区）

○水防関係者間での連携、協力に関する検討（消防機関等との

連絡体制の再確認と伝達訓練の実施・連携、協力に関する検討）

情報伝達訓練の実施（荒川下流河川事務所）
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• 重要水防箇所等の共同点検を実施（荒川下流河川事務所、気象庁、東京都、墨田区、江東区、北
区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区）

○重要水防箇所の見直し、水防資機材の確認

重要水防箇所の共同点検

北区

板橋区葛飾区

江東区
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• 区内消防署と合同で水防訓練を実施（荒川下流河川事務所、気象庁、各区）

○毎年、関係機関が連携した実働水防訓練を実施（水防訓練の充実）

水防訓練の実施

江東区

中央区

北区

板橋区
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• 消防団員の募集活動を広報紙に掲載（中央区，墨田区）

• 訓練やイベント時、消防団員の募集チラシを配布（足立区）

○水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）

広報誌による消防団員の募集
（令和元年１０月２１日）（中央区）

広報誌による消防団員の募集
（令和元年１２月２１日）（墨田区）
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○迅速な水防活動を支援するため新技術を活用した水防資機材等の配備

• 水のうを備蓄（荒川下流河川事務所）

• 土のうステーション２５箇所を配備済み、土のうによる水防対策パンフレットをＨＰで公開（葛飾区）

ホームページで土のうによる水防対策を解説（葛飾区）

水のう設置訓練の実施（荒川下流河川事務所）
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• 情報共有システム等の運用訓練を実施（荒川下流河川事務所）

○災害情報の地方公共団体との共有体制強化

情報共有システム等の運用訓練の実施（荒川下流河川事務所）
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○排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水
訓練の実施

• 国土交通省や自治体の職員、協定会社を対象とした機器操作訓練を実施（荒川下流河川事務所）

• 荒川ダム総合管理所にて排水ポンプ車設営訓練を実施（水資源機構）

• 排水ポンプ車や排水施設の増強、稼働時間の延長などを各管理者に要請（江戸川区）

ポンプ車を用いた排水訓練の実施（水資源機構）
機器操作訓練の実施（荒川下流河川事務所）
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• 「墨田区事業継続計画(ＢＣＰ)を改定し、風水害編を作成（墨田区）

○早期復興を支援する事前の準備

事業継続計画（BCP）〈地震・風水害編〉（墨田区）


